
平成２７年第９回瑞穂市教育委員会定例会 次第 

平成２７年９月２５日 

開会 

日程第１ 平成２７年第８回瑞穂市教育委員会定例会会議録の承認について 

日程第２ 会議録署名委員の指名について 

日程第３ 教育長の報告 

日程第４ 議案第52号 （仮称）瑞穂市大月運動公園用地取得の申出について 

日程第５ 議案第53号 瑞穂市立中小学校プール改修工事について 

日程第６ 議案第54号 瑞穂市立本田小学校プール改修工事について 

日程第７ 議案第55号 瑞穂市保育所条例施行規則の一部を改正する規則につ 

いて 

日程第８ 議案第56号 瑞穂市子ども・子育て支援法等施行細則の一部を改正 

する規則について 

日程第９ 議案第57号 瑞穂市学校薬剤師の解嘱及び委嘱について 

日程第10 そ の 他 教育次長 

教育総務課長 

学校教育課長 

幼児支援課長 

生涯学習課長 

次回教育委員会会議の開催について 

平成２７年 月  日（ ）午後 時  分から 

閉会 



議案第５２号

   （仮称）瑞穂市大月運動公園用地取得の申出について

 （仮称）瑞穂市大月運動公園用地取得の申出について、瑞穂市教育委員会事

務委任規則（平成１５年瑞穂市教育委員会規則第６号）第１条第３号の規定に

より、瑞穂市教育委員会の議決を求める。

  平成２７年９月２５日提出

            瑞穂市教育委員会教育長 横  山  博  信 

   提案理由

 （仮称）瑞穂市大月運動公園を整備するにあたり、別紙の事業地である土地

を購入するもの。



（大月改良事業　換地図より）
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       既購入分
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議案第５３号 

   瑞穂市立中小学校プール棟改修工事について 

 瑞穂市立中小学校プール棟改修工事について、瑞穂市教育委員会事務委任規

則（平成１５年瑞穂市教育委員会規則第６号）第１条第９号の規定により、瑞

穂市教育委員会の議決を求める。 

記 

１ 工 事 名  瑞穂市立中小学校プール棟改修工事 

２ 契約方法  一般競争入札（予定） 

３ 工事場所  中小学校 瑞穂市美江寺１７３番地 

４ 工事概要  管理棟 壁、屋根、床、トイレ、照明 Ｎ＝１式 

プール 塗装 Ｎ＝１式 

５ 予 算 額  ２６，６７７千円 

  平成２７年９月２５日提出 

            瑞穂市教育委員会教育長 横  山  博  信 

提案理由 

 老朽化に伴い、施設維持管理計画に基づき改修を実施するもの。



. . 縮尺
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図名工事名制作日

一級建築士
鳥居佳史第１６３８３１号

20 14 01 29

鳥居都市建築設計 中小学校プール棟改修工事
1/100

符　号 形　式
AW
1

アルミ製突出し窓

仕　　　上

見　　　込

硝　　　子

金　　　物

姿　　　図

(特記なき限り内観図を示す)

数量室　　　名

陽極酸化塗装複合被膜
70

特記

作業場は、養生シート等を用いて区画する。湿潤化の上、丈夫なプラスチック袋に入れる等の飛散防止措置を講ずること。

竣工時より２０日 ・工事竣工写真：竣工時より２０日 ・工事保証書：竣工時

すべて国土交通省大臣官房官庁営繕部監修に

内部仕上表

床 巾　　　木 壁 天　　　　　井
階 廻 縁 天井高 備　　　　　　　　　　　　　考室　　　名 防火 防火下地 レベル 高さ 下地 下地仕　　　　　上 仕　　　　　上仕　　　　　上 仕　　　　　上 性能 性能

１

１

１

１

プールサイド

工事概要
外部仕上表 メーカリスト

プール本体

消毒槽

ポーチ・入口・通路

プールサイド用マット：タキロン　タキデッキｔ13

1
AD

陽極酸化塗装複合被膜

AD
2

陽極酸化塗装複合被膜

AD
3

陽極酸化塗装複合被膜
70

陽極酸化塗装複合被膜

AD
4

AW

陽極酸化塗装複合被膜
70

付属金物一式　防虫ネット

男子更衣室・男子・女子WC 4

2
アルミ製引違い窓

機械室

付属金物一式　
備　　　考 本締り錠、キャスター付き

付属金物一式、戸当たり

男子更衣室

付属金物一式　DC　戸当たり

男子・女子便所 機械室

1,700

1
,
83

0

特記・仕上げ表・建具表

アルミ製ガラリ付両開き親子框戸アルミ製両開格子戸

シャワー場

洗眼手洗

手洗

男子更衣室

男子便所

機械室 高圧洗浄

モルタル補修、高圧洗浄

モルタル補修、高圧洗浄

高圧洗浄後リシン吹付 室名サイン：アクり板150×150×5ピクトサイン、カッティングシート貼り

室名サイン：アクり板150×50×5、カッティングシート貼り

木毛板表し

木毛板表し

木毛板表しモルタル補修、高圧洗浄

高圧洗浄後リシン吹付 木毛板表し

1 2 2 11

付属金物一式　DC　戸当たり
レバーハンドル、本締錠

付属金物一式　DC　戸当たり
レバーハンドル、本締錠レバーハンドル、本締錠

850

1,
83

0

600 1,700

85
5

90
0

850

1,
83

0

10
0▽GL

「公共建築改修工事標準仕様書(平成22年版）」（以下、「改修標準仕様書」という。）による。

ただし，「改修標準仕様書」に記載されていない事項は，

よる。

・工事竣工図：

・アスベスト含有成形板の処理：

1,
60

0

1,580

モルタルｔｔ30金鏝仕上げ

D10タテヨコ＠200スラブｔ100打設+モザイクタイル貼り
床撤去後土間コンｔ100撤去後

床撤去後土間コンｔ100撤去後
D10タテヨコ＠200スラブｔ100打設+モザイクタイル貼り

300

300

300

300モルタル補修、高圧洗浄

室名サイン：アクり板150×150×5ピクトサイン、カッティングシート貼り
トイレブース巾木パイプｈ1800、ポリ合板、アールエッジ

室名サイン：アクり板150×150×5ピクトサイン、カッティングシート貼り
トイレブース巾木パイプｈ1800、ポリ合板、アールエッジ

配管用壁：天端共モザイクタイル貼り

配管用壁：天端共モザイクタイル貼り
高圧洗浄後リシン吹付

高圧洗浄後リシン吹付

女子便所

棚：２段、ポリ合板550×300×20

棚：２段、ポリ合板800×300×20

モザイクタイル：INAX：ジュエリーモザイク

（使用材料は全て下記材料と同等品とする。）

・ 既存男女の更衣室のCBの間仕切り撤去。

・鉄部塗装：SOP塗装B種

・ プール全面塗装後水張り試験を実施し、試験結果の記録を管理者に報告する。

既存塗料をサンドプラストにて撤去後、アクリルウレタン4回塗り、ノンスリップ塗装及びライン塗装

トレンチ蓋（ SUS)L1100新設

・ 吹付リシン部： 高圧洗浄（ 欠損部はエポキシ補修） 後アクリルリシン吹付

・ 既設モルタル部分は高圧洗浄（ 欠損部はエポキシ補修） 後吹付仕上げとする

床： 防滑遮熱長尺シート貼ｔ 2. 5、壁： リシン吹付

床・ 巾木： モザイクタイル、ノンスリップタイル貼り替え、壁： リシン吹付

床・ 巾木： モザイクタイル、ノンスリップタイル貼り替え、壁： リシン吹付

床： 防滑長尺シート貼ｔ 2. 5、壁： リシン吹付

通路1・ 2・ 3・ 4・ 階段

床： 防滑長尺シート ｔ 2. 5貼、側溝： ウレタン塗膜塗装、壁： リシン吹付

外構 エントランス前アスファルト改修：既設表層部撤去後既設路床転圧後ｔ50アスファルト舗装

外部鉄部

プール棟

日除け

スレート大波取り付け用鋼製下地SOP塗装

屋根： 木毛セメント板ｔ 25（ リシン吹付） +スレート大波葺き替え、軒樋： カラー塩ビ製軒樋ｗ120、縦樋カラー塩ビ100φ

床： 既存マット撤去後平板ブロック・ トレンチ高圧洗浄後マット ｔ 13新設、笠木・ 外周壁： リシン吹付、

外壁： リシン吹付、立ち上り： リシン吹付

床、平板ブロック高圧洗浄後マット敷、壁： 吹付タイル、流し台： モザイクタイル貼り

既存男女更衣室の間仕切り撤去、床嵩上げコンクリ撤去後高圧洗浄後

アルミ製ラック

ポーチ

アルミ製ガラリ付片開き框戸 アルミ製ガラリ付片開き框戸

A 2

SOP塗装（ 点検用縞鋼板、日除け柱柱脚支持金物、電気引き込みポール110φL5ｍ、街灯ポール80φL4m、浄化槽臭気抜きポール140φL4m）

日除け（ ２ケ所） ： 鋼製柱梁SOP塗装、縦樋支持金物取り替え、

側溝： ウレタン塗膜塗装、草の除去

網入り型ガラスｔ 6. 8 網入り型ガラスｔ 6. 8 網入り型ガラスｔ 6. 8 網入り型ガラスｔ 6. 8 網入り型ガラスｔ 6. 8

プールサイド面台： ケレン後防滑遮熱塗装及びウレタンコーキング打ち直し

看板脚部

防滑長尺シート ｔ 2. 5： ・ 東リNS550

樹脂製カラーベンチｗ1800（ 脚部ＳＵＳ、背無） 4ケ、

樹脂製ベンチ： テラモト 　ホームベンチステン
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高学年用プール水深1000～1100～1000　平均水深1050

低学年用プール水深350～450　平均水深400

Y1

X1 X2 X3 X4 X5 X6 X7

Y3

Y5

Y6

Y7

Y8

Y9

Y2

Y4

Y10

Y11

. . 縮尺

Ｎｏ．

図名工事名制作日

一級建築士
鳥居佳史第１６３８３１号

20 14 01 29

鳥居都市建築設計

日　除

日　除

1/200
プール棟プール平面図

1
6
,2

5
0

　中小学校プール棟改修工事

男子更衣室

洗
顔

手
洗

手
洗

AW

道
路

境
界

線
29

,4
00

AW
1

AW
1

AW
1

AW
1

1

▼
AD

AD
2

AD
2

AD
3

AD
3

AD
42

階段

シャワー場

（SUS)L1100
トレンチｗ170×ｈ60蓋

アスファルト舗装

マット

通路

通路1

通路2

通路3

通路4

階段

A 3

鋼製蓋７００×700

浄化槽臭気棟SOP

電気引き込みポールSOP

照明ポールSOP

鋼製蓋500φ

ポーチ

鋼製蓋1200×800

鋼製蓋1900×1000

※既存プールは1974年竣工、鋼製プール、ゼッタール２回、エポニックスシルバー１回、ゼニローゼ２回、

マット

マット

側溝ｗ180×80： ウレタン塗膜塗装

側溝ｗ180×80： ウレタン塗膜塗装

看板鋼製部塗装

ウレタンコーキング

側溝ｗ180×80： ウレタン塗膜塗装



議案第５４号 

   瑞穂市立本田小学校プール棟改修工事について 

 瑞穂市立本田小学校プール棟改修工事について、瑞穂市教育委員会事務委任

規則（平成１５年瑞穂市教育委員会規則第６号）第１条第９号の規定により、

瑞穂市教育委員会の議決を求める。 

記 

１ 工 事 名  瑞穂市立本田小学校プール棟改修工事 

２ 契約方法  一般競争入札（予定） 

３ 工事場所  本田小学校 瑞穂市本田９３８番地 

４ 工事概要  壁、屋根、床、トイレ、照明、外構 Ｎ＝１式 

５ 予 算 額  ３８，７２５千円 

  平成２７年９月２５日提出 

            瑞穂市教育委員会教育長 横  山  博  信 

提案理由 

 老朽化に伴い、施設維持管理計画に基づき改修を実施するもの。



入　口１

付属金物一式　防虫ネット　DC　戸当たり
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図名工事名制作日

一級建築士
鳥居佳史第１６３８３１号

20 15 09 11

鳥居都市建築設計

仕　　　上

見　　　込

硝　　　子

金　　　物

備　　　考

本田小プール棟改修工事
1/100

符　号 形　式

符　号 形　式
AW
1 1

1

FIX

700

AD

800

1,
7
80

姿　　　図

(特記なき限り内観図を示す)

数量室　　　名

仕　　　上

見　　　込

硝　　　子

金　　　物

備　　　考

姿　　　図

(特記なき限り内観図を示す)

数量室　　　名

陽極酸化塗装複合被膜
70

付属金物一式　防虫ネット

1階　女子WC
陽極酸化塗装複合被膜
70

付属金物一式　防虫ネット　DC　戸当たり

AD
2

陽極酸化塗装複合被膜
70

1階　男子WC

800

AD
3

陽極酸化塗装複合被膜
70

陽極酸化塗装複合被膜
70

付属金物一式　防虫ネット　DC　戸当たり

陽極酸化塗装複合被膜
70

付属金物一式　防虫ネット　DC　戸当たり

陽極酸化塗装複合被膜
70

付属金物一式　防虫ネット　DC　戸当たり

1,700

1
,
79

5

付属金物一式　防虫ネット　
引違錠

1階　男子・女子更衣室

AD
4

1,100
750 350

1
,
79

5

AD
5

1,
8
30

1,900

AD
6

800

陽極酸化塗装複合被膜
70

付属金物一式　防虫ネット　DC　戸当たり

1階　男子WC

AD

800

1階　女子WC

レバーハンドル・本締錠・ステンレス製沓摺 レバーハンドル・本締錠・ステンレス製沓摺 レバーハンドル・本締錠・ステンレス製沓摺 レバーハンドル・本締錠・ステンレス製沓摺 レバーハンドル・本締錠・ステンレス製沓摺

レバーハンドル・本締錠・ステンレス製沓摺

7

1,
1
50

▽FL

1
0
0

AD
8

陽極酸化塗装複合被膜 陽極酸化塗装複合被膜
70

1階　プールサイド

付属金物一式　　戸当たり

AG アルミ製片開きガラリ点検戸

1階　プールサイド壁

付属金物一式　防虫ネット　
レバーハンドル・本締錠

900

7
00

6 1 1 2 1 1 1

1 2

プールサイド

内部仕上表

床 巾　　　木 壁 天　　　　　井
階 廻 縁 天井高 備　　　　　　　　　　　　　考室　　　名 防火 防火下地 レベル 高さ 下地 下地仕　　　　　上 仕　　　　　上仕　　　　　上 仕　　　　　上 性能 性能

工事概要
外部仕上表 メーカリスト

外構

特記 「公共建築改修工事標準仕様書(平成22年版）」（以下、「改修標準仕様書」という。）による。

・アスベスト含有成形板の処理：作業場は、養生シート等を用いて区画する。湿潤化の上、丈夫なプラスチック袋に入れる等の飛散防止措置を講ずること。

特記・仕上げ表・建具表

・工事竣工図：竣工時より２０日 ・工事竣工写真：竣工時より２０日 ・工事保証書：竣工時

ただし，「改修標準仕様書」に記載されていない事項は，すべて国土交通省大臣官房官庁営繕部監修に

よる。

プールサイド用マット：タキロン　タキデッキｔ13

レバーハンドル・キャスター付き

アルミ製ガラリ付片開き框戸 アルミ製ガラリ付型開き框戸 アルミ製ガラリ付引違框戸 アルミ製ガラリ付両開き親子框戸 アルミ製ガラリ付両開き框戸 アルミ製ガラリ付片開き框戸

アルミ製ガラリ付片開き框戸 アルミ製両開き格子戸

遮熱防滑長尺シートｔ2.5：・東リNS550、・タキロン　タキストロンMT、・シンコール　NNP600プール本体

プール棟

遮熱塗料：大同塗料プールコートターフ

女子更衣室

男子更衣室

男子便所

女子便所

器具庫

機械室

折版表しSOP

折版表しSOP

折版表しSOP

折版表しSOP

折版表しSOP

折版表しSOP

室名サイン：アクり板150×150×5ピクトサイン、カッティングシート貼り

室名サイン：アクり板150×150×5ピクトサイン、カッティングシート貼り

トイレブース巾木パイプ、ｈ1800、アールエッジ、ポリ合板

トイレブース巾木パイプ、ｈ1800、アールエッジ、ポリ合板

１

１

１

１

１

１

床：モルタルクラック部エポキシ樹脂補修後防滑長尺シートｔ2.5貼、溝部ウレタン塗膜、壁：吹付タイル

鋼製シャッターｗ3400×ｈ1900シャッターボックス共２カ所：SOP

モルタル金ゴテモザイクタイル貼り

モルタル金ゴテモザイクタイル貼り

200

200

CB化粧積み高圧洗浄後吹付タイル

CB化粧積み高圧洗浄後吹付タイル

CB化粧積み高圧洗浄後吹付タイル

・既設モルタル部分は高圧洗浄（欠損部はモルタル補修）後吹付仕上げとする

プール内部は現状のまま、

フェンス・格子 ネットフェンス・目隠しフェンスｈ1200はSOP塗装、鋼管縦格子：SOP塗装、日除け：大波石綿スレート葺き替え、鉄部SOP塗装

外壁：現状のリシンを高圧洗浄後リシン吹付、立ち上り：高圧洗浄後アクリルリシン

・鉄部塗装：SOP塗装B種

・吹付タイル部：高圧洗浄（欠損部は補修）後アクリル系複層吹付、吹付リシン部：高圧洗浄（欠損部は補修）後アクリルリシン吹付

・床：高圧洗浄後クラック部はエポキシ樹脂補修後特記による仕上げをする

通路・踏込１・2

ポーチ・入口

床：防滑遮熱長尺シート貼ｔ2.5、溝部：ウレタン塗膜、壁：吹付タイル、ノンスリップタイル洗浄そのまま

消毒槽

シャワー場

水飲み洗面所

床　巾木：モザイクタイル貼り、ノンスリップタイルｗ60貼り替え、壁：吹付タイル

通路洗面所

床：防滑遮熱長尺シート貼りｔ2.5、壁：吹付タイル、流し：洗浄剤クリーニング後目地化粧材詰め

床：防滑遮熱長尺シート貼りｔ2.5、壁：吹付タイル、流し：洗浄剤クリーニング後目地化粧材詰め

折版表しSOP

モザイクタイル貼り

モザイクタイル貼り

高圧洗浄

高圧洗浄

高圧洗浄

高圧洗浄

梁型：高圧洗浄後吹付タイル

梁型：高圧洗浄後吹付タイル

梁型：高圧洗浄後吹付タイル

梁型：高圧洗浄後吹付タイル

CB積みモザイクタイル貼り（ライニングブロック部）
CB化粧積み高圧洗浄後吹付タイル
CB積みモザイクタイル貼り（ライニングブロック部）

室名サイン：アクり板150×150×5ピクトサイン、カッティングシート貼り

室名サイン：アクり板150×150×5ピクトサイン、カッティングシート貼り

室名サイン：アクり板150×50×5　カッティングシート貼り

室名サイン：アクり板150×50×5　カッティングシート貼り

1階　女子WC他

アルミ製ガラリ付はめ殺し窓

1
,
81

0

1
,
81

0

1階　器具庫 1階　機械室

1
,
93

0

1
,9

3
0

1,240

面戸金物取り付けC鋼：SOP

A 2

床： 防滑長尺シート ｔ 2. 5貼、壁： 吹付タイル、ノンスリップタイル洗浄そのまま

床撤去後土間コンｔ 150撤去後スラブ打設ｔ 150D10タテヨコダブル＠200

床撤去後土間コンｔ 150撤去後スラブ打設ｔ 150D10タテヨコダブル＠200

・ モザイクタイル： 19角磨き

プールサイド立ち上がり台面： ケレンの後遮熱防滑塗料塗り及びコーキング打ち直し、日除けスレート大波屋根葺き替え

床： 既存マット撤去後マット ｔ 13敷、笠木・ 外周壁： 現状の吹付タイル高圧洗浄後吹付タイル 四周側溝： ウレタン塗膜

屋根： 現状の折版S-60の上にガルバリウム鋼鈑ｔ 0. 8カバー工法（ GW10㎏/ｍ3充填） 既設折版はケレン後錆止め塗装、軒樋： 塩ビｗ120、縦樋VP75φ4か所

網入り型ガラスｔ 6. 8 網入り型ガラスｔ 6. 8 網入り型ガラスｔ 6. 8 網入り型ガラスｔ 6. 8 網入り型ガラスｔ 6. 8 網入り型ガラスｔ 6. 8 網入り型ガラスｔ 6. 8

網入り型ガラスｔ 6. 8

4

床　巾木： モザイクタイル貼り、ノンスリップタイルｗ60貼り替え、壁： 吹付タイル　スノコ1800×2100

スノコ： テラモト　ソフト巻取りマット

樹脂製ベンチｗ1800、 （ 脚部ＳＵＳ） ３ケ

樹脂製ベンチ： テラモト 　ホームベンチステン

エントランス前アスファルト改修：既設表層部撤去後既設路床転圧後ｔ30アスファルト舗装、プール棟北側：草撤去後砕石嵩上げｔ100、街路灯ポールSOP

脱衣棚・すのこクリーニング後再利用
転倒防止金物取り付け9ケ
脱衣棚・すのこクリーニング後再利用
転倒防止金物取り付け9ケ

高圧洗浄後吹付タイル

高圧洗浄後吹付タイル

（ 使用材料は全て同等品とする。）
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一級建築士
鳥居佳史第１６３８３１号

20 15 09 11

鳥居都市建築設計
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Y4
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Y6

Y8

Y7

X1 X2 X3 X4 X5 X6 X7

機械室

器具庫

女子更衣室

男子更衣室

男子WC

女子WC

消毒槽

洗面所

UP
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通　路

1/200
プール棟プール平面図
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本田小学校プール棟改修工事

アスファルト改修部分

入口

消火用採水管位置をします

シャワー場

踏込２

踏込1

草撤去後砕石嵩上げｔ100

側溝ｗ100

ネットフェンスｈ1200 目隠しフェンスｈ1200

目隠しフェンスｈ1200

SOP SOP SOP

SOPSOP

SOP

マットシート

シート マット

マットシート

AD
8

AD
8

シート マット

A　 3

φ500

φ500

φ500

φ220

φ220

φ500

φ500

φ600

2000×1040

マットシート

シート

シート

タイル

タイル

タイル

タイル

SOP

SOP

縦格子ｈ 1、 150

縦格子ｈ 1、 150

側溝ｗ175×ｈ 50
側溝ｗ175×ｈ 50

側溝ｗ140×ｈ 50

側溝ｗ140×ｈ 50

※既存プールは1979年竣工、RC構造プール、エポキシ樹脂塗装、プールサイド天端は白セメントモルタル金鏝

ネットフェンスｈ 1200SOP

ネットフェンスｈ 1200

AG
1

縦格子フェンスｈ 1, 650

縦格子フェンスｈ 1, 650



議案第５５号 

   瑞穂市保育所条例施行規則の一部を改正する規則について 

 瑞穂市保育所条例施行規則の一部を改正する規則案を別紙のとおり提出する。 

  平成２７年９月２５日提出 

            瑞穂市教育委員会教育長 横  山  博  信  

   提案理由 

 平成２８年度保育所利用申込につき必要な事項を定めるため、市教育委員会

規則の改正を行うもの。 



   瑞穂市保育所条例施行規則の一部を改正する規則 

 瑞穂市保育所条例施行規則（平成２２年瑞穂市教育委員会規則第１１号）の

一部を次のように改正する。 

 第２条の２を次のように改める。

 （職員）

第２条の２ 保育所に保育所長のほか、主任保育士、保育士、調理員その他必

要な職員を置く。

 第６条の２中「保育所利用申込書（様式第１号）」を「瑞穂市子ども・子育

て支援法等施行細則（平成２７年瑞穂市教育委員会規則第４号。以下「細則」

という。）第７条に規定する施設型給付費・地域型保育給付費等支給認定申請

書兼保育施設利用申込書」に改める。

 第６条の３の見出しを「（利用の決定）」に改め、同条第１項中「内定」を

「決定」に、「施設利用内定通知書（様式第２号）」を「細則第８条第１項に

規定する施設利用決定通知書」に改め、同条第２項中「施設利用不承諾通知書

（様式第３号）」を「細則第８条第２項に規定する施設利用不承諾通知書」に

改め、同条第３項中「解約通知書（様式第４号）」を「細則第８条第３項に規

定する解約通知書」に改める。

 第７条中「様式第５号」を「様式第１号」に改める。

 第８条の２中「様式第６号」を「様式第２号」に改める。

 第８条の３中「保育所延長保育承諾書（様式第７号）」を「地域事業利用決

定通知書（様式第３号）」に改める。

 第８条の５第１項中「別表」を「細則別表」に改め、同条第２項中「利用契

約決定通知書（様式第８号）」を「細則第５条に規定する利用者負担額決定通

知書」に改め、同条第３項中「利用者負担額変更通知書（様式第９号）」を

「細則第１２条に規定する利用者負担額変更通知書」に改める。

 第９条第１項中「保育所保育料等減免申込書（様式第１０号）」を「細則第

１９条第１項に規定する利用者負担額等減免申込書」に、「瑞穂市長」を「市

長」に改め、同条第２項中「瑞穂市長」を「市長」に改める。

 別表を削る。

 様式第１号を次のように改める。



様式第１号（第７条関係）

                           年  月  日  

  瑞穂市教育委員会 宛 

              申請者 住所 

                  氏名              

保育所利用申込書（私的契約児分） 

下記のとおり保育所を利用したいので申し込みます。 

記 

 １ 利用希望児童氏名及び生年月日 

 ２ 利用希望保育所の名称 

 ３ 利用を希望する理由 

 ４ 家族の状況 

氏名 年齢（歳） 続柄 職業 備考 



 様式第２号を次のように改める。



様式第２号（第８条の２関係）

保育所延長保育申込書 

                           年  月  日  

  瑞穂市教育委員会教育長 宛

            申請者 住所                  

                氏名                

                （電話番号   －   －    ）  

     年  月から次の児童の延長（長時間）保育を申請します。なお、

申請にあたり、下記の内容を確認の上、承諾します。 

 １ 各保育所のルールを守り、必ず保育時間内に送迎すること。 

 ２ 利用児童の世帯員の課税資料及び申込書記載内容の確認のため必要とな

る資料を閲覧されること。 

 ３ 保育所保育料又は延長保育料を滞納した場合は、延長保育の実施を取り

止める場合があること。 

保育所名 保育所（保育・教育センター） 

児童氏名  性別 男・女 生年月日     年  月  日
（   歳）

保育を希望する時間 午前  時  分から 午後  時  分まで 

申 込 理 由

辻 勤務の就業時間が遅いため 

辻 恒常的な残業があるため 

辻 勤務場所と保育所の距離が遠いため 

辻 その他

（                    ） 



 様式第３号を次のように改める。



様式第３号（第８条の３関係）

                           第     号  

                           年  月  日  

            様 

               瑞穂市教育委員会教育長       印  

地域事業利用決定通知書 

  下記のとおり施設の利用が決定しましたので通知します。 

記 

施設（事業者）を利用する

子どもの氏名及び生年月日 

利用する施設（事業者）の

名称及び所在地 

利用する地域事業 

利用開始日 



 様式第４号から様式第１０号までを削る。

   附 則 

 （施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行し、この規則による改正後の瑞穂市保育所

条例施行規則の規定は、平成２７年４月１日から適用する。 

 （経過措置） 

２ この規則の施行の際現にこの規則による改正前の瑞穂市保育所条例施行規

則（以下「旧規則」という。）の規定に基づいて提出されている申込書及び

申請書は、この規則による改正後の瑞穂市保育所条例施行規則（以下「新規

則」という。）の規定に基づいて提出されたものとみなす。  

３ この規則の施行の際現に旧規則の規定に基づいて交付されている通知書は、

新規則の規定に基づいて交付されたものとみなす。 
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瑞穂市保育所条例施行規則（平成22年瑞穂市教育委員会規則第11号）新旧対照表

改正後（案） 現行

（職員）

第２条の２ 保育所に保育所長のほか、主任保育士、保育士、調理員そ

の他必要な職員を置く。

（保育所長）

第２条の２ 保育所に機関の長として、保育所長を置く。

（利用の申込み） （利用の申込み）

第６条の２ 条例第３条第１項の規定により保育所の利用の申込みは、

瑞穂市子ども・子育て支援法等施行細則（平成27年瑞穂市教育委員会
規則第４号。以下「細則」という。）第７条に規定する施設型給付費・

地域型保育給付費等支給認定申請書兼保育施設利用申込書により教育

委員会に申し込まなければならない。

第６条の２ 条例第３条第１項の規定により保育所の利用の申込みは、

保育所利用申込書（様式第１号）

により教

育委員会に申し込まなければならない。

（利用の決定） （利用の内定等）

第６条の３ 教育委員会は、保育の利用を決定したときは、細則第８条

第１項に規定する施設利用決定通知書により保育の利用児童の保護者

に対し通知するものとする。

第６条の３ 教育委員会は、保育の利用を内定したときは、施設利用内

定通知書（様式第２号） により保育の利用児童の保護者

に対し通知するものとする。

２ 教育委員会は、保育の利用の不承諾をしたときは、細則第８条第２

項に規定する施設利用不承諾通知書により保育の利用児童の保護者に

対し通知し、利用を認められない旨及びその理由等を記載するものと

する。

２ 教育委員会は、保育の利用の不承諾をしたときは、施設利用不承諾

通知書（様式第３号） により保育の利用児童の保護者に

対し通知し、利用を認められない旨及びその理由等を記載するものと

する。

３ 教育委員会は、保育の利用期間の満了前に保育の利用児童の保育を

必要とする事由の消滅、転出及び死亡等によって保育の利用を解約し

たときは、細則第８条第３項に規定する解約通知書を保育の利用児童

の保護者に対し通知するものとする。

３ 教育委員会は、保育の利用期間の満了前に保育の利用児童の保育を

必要とする事由の消滅、転出及び死亡等によって保育の利用を解約し

たときは、解約通知書（様式第４号） を保育の利用児童

の保護者に対し通知するものとする。
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（私的契約児の入所） （私的契約児の入所）

第７条 条例第３条第２項の規定により私的契約児の入所を希望する者

は、保育所入所申込書（私的契約児分）（様式第１号）により教育委

員会に申し込まなければならない。

第７条 条例第３条第２項の規定により私的契約児の入所を希望する者

は、保育所入所申込書（私的契約児分）（様式第５号）により教育委

員会に申し込まなければならない。

（延長保育の申込み） （延長保育の申込み）

第８条の２ 保育時間の延長を希望するときは、保育所延長保育申込書

（様式第２号）により教育委員会に申し込まなければならない。

第８条の２ 保育時間の延長を希望するときは、保育所延長保育申込書

（様式第６号）により教育委員会に申し込まなければならない。

（延長保育の承諾） （延長保育の承諾）

第８条の３ 教育委員会は、保育時間の延長を承諾したときは、地域事

業利用決定通知書（様式第３号）により、保育の利用児童の保護者に

対し通知するものとする。

第８条の３ 教育委員会は、保育時間の延長を承諾したときは、保育所

延長保育承諾書（様式第７号） により、保育の利用児童の保護者に

対し通知するものとする。

（保育料） （保育料）

第８条の５ 条例第６条第２項に規定する規則で定める額は、細則別表

に定める基準により算定した額とする。

第８条の５ 条例第６条第２項に規定する規則で定める額は、別表

に定める基準により算定した額とする。

２ 市長は、前項の規定により決定した保育料を細則第５条に規定する

利用者負担額決定通知書により扶養義務者等に対し通知するものとす

る。

２ 市長は、前項の規定により決定した保育料を利用契約決定通知書（様

式第８号） により扶養義務者等に対し通知するものとする。

３ 市長は、第１項の規定により決定した保育料を変更する必要がある

と認めたときは、細則第12条に規定する利用者負担額変更通知書によ
り扶養義務者等に対し通知するものとする。

３ 市長は、第１項の規定により決定した保育料を変更する必要がある

と認めたときは、利用者負担額変更通知書（様式第９号） によ

り扶養義務者等に対し通知するものとする。

（保育料等の減免） （保育料等の減免）

第９条 条例第７条の規定により保育料等の減免を受けようとする者

は、細則第19条第１項に規定する利用者負担額等減免申込書に減免申
込みの理由を証する書類を添えて、市長  に申し込まなければなら

第９条 条例第７条の規定により保育料等の減免を受けようとする者

は、保育所保育料等減免申込書（様式第10号） に減免申

込みの理由を証する書類を添えて、瑞穂市長に申し込まなければなら
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ない。 ない。

２ 市長  は、前項による申込みがあったときは、その実態を調査

し、必要と認めるときは事実発生の日の属する月の翌月(事実発生

の日が月の初日に当たるときはその月)に係る保育料等から減免を

行うものとする。

２ 瑞穂市長は、前項による申込みがあったときは、その実態を調査

し、必要と認めるときは事実発生の日の属する月の翌月(事実発生

の日が月の初日に当たるときはその月)に係る保育料等から減免を

行うものとする。

別表（第８条の５関係）

子ども・子育て支援法（平成24年法律第65号）第19条第１項第２号
及び第３号に掲げる小学校就学前子どもの利用者負担額基準表

各月初日の小学校就学前子どもの

属する世帯の階層区分

保育料（月額）

3歳未満児 3歳以上児
階層

区分

定義 保育標準

時間

保育短

時間

保育標準

時間

保育短

時間

円 円 円 円

A 生活保護法（昭和25年法律第
144号）の規定による被保護
世帯

0 0 0 0

B 当該年度分（4月から8月まで
にあっては前年度分。以下同

じ。）の市町村民税非課税世

帯（母子等）

0 0 0 0

当該年度分の市町村民税非

課税世帯

3,600 3,600 2,400 2,400

C 当該年度分の市町村民税所

得割課税世帯（母子等） 所

得割額48,600円未満

7,800 7,800 6,400 6,400
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当該年度分の市町村民税所

得割課税世帯 所得割額48,6
00円未満

9,800 9,800 7,400 7,400

D1 当該年度分の市町村民税所
得割課税世帯 所得割額48,6
00円以上97,000円未満

15,000 15,000 13,000 13,000

D2 当該年度分の市町村民税所
得割課税世帯 所得割額97,0
00円以上169,000円未満

26,700 26,700 18,000 18,000

D3 当該年度分の市町村民税所
得割課税世帯 所得割額169,
000円以上301,000円未満

39,600 39,600 20,000 20,000

D4 当該年度分の市町村民税所
得割課税世帯 所得割額301,
000円以上397,000円未満

44,000 44,000 23,000 23,000

D5 当該年度分の市町村民税所
得割課税世帯 所得割額397,
000円以上

52,000 52,000 27,000 27,000

備考

１ この表の第C階層から第D５階層における地方税法（昭和25年法
律第226号）第292条第１項第２号の所得割を計算する場合には、
同法第314条の７、第314条の８、同法附則第５条第３項、第５条
の４第６項及び第５条の４の２第５項の規定は適用しないものと

する。

２ この表の３歳未満児とは、児童福祉法（昭和22年法律第164号）
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第24条第１項の規定による保育を利用した日の属する年度の初日
において３歳に達していない児童をいい、その児童がその年度の

途中で３歳に達した場合においても、その年度中に限り３歳未満

児とみなす。

３ この表の第２階層及び第３階層の母子等とは、次に掲げる世帯

をいう。

(1) 「母子世帯等」・・・母子及び父子並びに寡婦福祉法（昭和3
9年法律第129号）第17条及び第31条の７に規定する配偶者のな
い者で現に児童を扶養しているものの世帯

(2) 「在宅障害児（者）のいる世帯」・・・次に掲げる児（者）
を有する世帯をいう。

ア 身体障害者福祉法（昭和24年法律第283号）第15条に定める
身体障害者手帳の交付を受けた者

イ 療育手帳制度要綱（昭和48年９月27日厚生省発児第156号）
に定める療育手帳の交付を受けた者

ウ 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和25年法律
第123号）第45条に定める精神障害者保健福祉手帳の交付を受
けた者

エ 特別児童扶養手当等の支給に関する法律（昭和39年法律第1
34号）に定める特別児童扶養手当の支給対象児、国民年金法
（昭和34年法律第141号）に定める国民年金の障害基礎年金等
の受給者

(3) 「その他の世帯」・・・保護者の申請に基づき、生活保護法
（昭和25年法律第144号）に定める要保護者等特に困窮している
と市長が認めた世帯
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４ 同一世帯において、幼稚園、保育所（園）、認定こども園、特

別支援学校幼稚部若しくは情緒障害児短期治療施設通所部に入所

又は児童発達支援若しくは医療型児童発達支援を利用している小

学校就学前児童の兄弟姉妹が２人以上いる場合の保育料は、この

表を適用する児童がその世帯における小学校就学前児童の兄弟姉

妹の年齢の高い順から数えて１人目の場合はこの表に定める金

額、２人目の場合はこの表に定める金額の２分の１の金額（10円
未満の端数は切り捨てる。）、３人目以降の場合は無料とする。

様式第１号(第７条関係) 
（略）

様式第１号（第６条の２関係）

（略）

様式第２号(第８条の２関係) 
（略）

様式第２号（第６条の３関係）

（略）

様式第３号(第８条の３関係) 
（略）

様式第３号（第６条の３関係）

（略）

様式第４号（第６条の３関係）

（略）

様式第５号（第７条関係）

（略）

様式第６号（第８条の２関係）

（略）

様式第７号（第８条の３関係）

（略）

様式第８号（第８条の５関係）

（略）



7/7 

様式第９号（第８条の５関係）

（略）

様式第10号（第９条関係）

（略）



議案第５６号 

   瑞穂市子ども・子育て支援法等施行細則の一部を改正する規則について 

 瑞穂市子ども・子育て支援法等施行細則の一部を改正する規則案を別紙のと

おり提出する。 

  平成２７年９月２５日提出 

            瑞穂市教育委員会教育長 横  山  博  信  

   提案理由 

 平成２８年度保育所利用申込みにつき必要な事項を定めるため、市教育委員

会規則の改正を行うもの。 



2/28 

   瑞穂市子ども・子育て支援法等施行細則の一部を改正する規則 

 瑞穂市子ども・子育て支援法等施行細則（平成２７年瑞穂市教育委員会規則

第４号）の一部を次のように改正する。 

 第３条を次のように改める。 

 （支給認定の申請） 

第３条 府令第２条第１項の申請書は、施設型給付費・地域型保育給付費等支

給認定申請書兼保育施設利用申込書（様式第１号）とし、次に掲げる書類を

添付するものとする。 

（１）状況証明書（様式第２号） 

（２）前号に掲げるもののほか、支給認定の審査及び利用者負担額の算定のた

めに教育委員会が必要と認める書類 

 第４条第１項中「様式第２号」を「様式第３号」に改め、同条第２項中「様

式第３号」を「様式第４号」に改め、同条第３項中「様式第４号」を「様式第

５号」に改める。 

 第１９条を第２３条とし、同条の前に次の１条を加える。 

 （確認の変更に係る申請等） 

第２２条 府令第３１条及び第４０条の申請書は、特定教育・保育施設等確認

変更申請書（様式第２０号）とする。 

２ 法第３５条第１項若しくは第２項又は第４７条第１項若しくは第２項の届

書は、特定教育・保育施設等名称等変更届出書（様式第２１号）とする。 

 第１８条第１項中「第２６条」を「第２９条」に、「様式第１４号」を「様

式第１８号」に改め、同条第２項中「第３６条」を「第３９条」に、「様式第

１５号」を「様式第１９号」に改め、同条を第２１条とし、同条の前に次の２

条を加える。 

 （利用者負担額の減免） 

第１９条 利用者負担額の減免を受けようとする者は、利用者負担額等減免申

込書（様式第１７号）に減免申込みの理由を証する書類を添えて、市長に申

し込まなければならない。 

２ 市長は、前項による申込みがあったときは、その実態を調査し、必要と認

めるときは事実発生の日の属する月の翌月（事実発生の日が月の初日に当た
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るときはその月）に係る利用者負担額から減免を行うものとする。 

 （日割計算） 

第２０条 月の中途において入退所の決定を行った場合における利用者負担額

の額は、日割計算によるものとする。ただし、算出された額が１００円に満

たないとき及び算出された額に１０円未満の端数があるときは、これを切り

捨てるものとする。 

 第１７条の見出しを「（利用者負担額）」に改め、同条を第１８条とする。 

 第１６条中「様式第１３号」を「様式第１６号」に改め、同条を第１７条と

する。 

 第１５条中「様式第１２号」を「様式第１５号」に改め、同条を第１６条と

する。 

 第１４条中「様式第１１号」を「様式第１４号」に改め、同条を第１５条と

する。 

 第１３条中「様式第１０号」を「様式第１３号」に改め、同条を第１４条と

する。 

 第１２条中「様式第９号」を「様式第１２号」に改め、同条を第１３条とす

る。 

 第１１条中「様式第８号」を「様式第１１号」に改め、同条を第１２条とす

る。 

 第１０条中「様式第７号」を「様式第１０号」に改め、同条を第１１条とし、

第９条を第１０条とする。 

 第８条第１項中「第６条」を「第７条」に、「第７３条」を「附則第７３条」

に改め、同条を第９条とする。 

 第７条の見出しを「（利用の決定）」に改め、同条中「施設利用内定通知書

（様式第６号）」を「施設利用決定通知書（様式第７号）」に改め、同条に次

の２項を加える。 

２ 教育委員会は、保育の利用の不承諾をしたときは、施設利用不承諾通知書

（様式第８号）により支給認定保護者に対し通知し、利用を認められない旨

及びその理由等を記載するものとする。 

３ 教育委員会は、保育の利用期間の満了前に保育の利用児童の保育を必要と
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する事由の消滅、転出及び死亡等によって保育の利用を解約したときは、解

約通知書（様式第９号）を支給認定保護者に対し通知するものとする。 

 第７条を第８条とする。 

 第６条中「保育利用申込書（様式第５号）」を「施設型給付費・地域型保育

給付費等支給認定申請書兼保育施設利用申込書」に改め、同条を第７条とし、

第５条を第６条とし、第４条の次に次の１条を加える。 

 （利用者負担額の通知） 

第５条 府令第７条の規定による通知は、利用者負担額決定通知書（様式第６

号）とする。 
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 別表を次のように改める。 

別表（第１８条関係） 

 （１）法第１９条第１項第１号に掲げる小学校就学前子どもの利用者負担額

基準表 

各月初日の支給認定保護者の属する世帯の階層区分 利用者負担額（月額） 

階層

区分
定義 教育標準時間認定（Ｋ）

  円

１ 被保護者等世帯 ０

２ 

市町村民税非課税世帯又は市町村民税均等割額のみが課

税されている世帯（要支援者等） 
０

市町村民税非課税世帯又は市町村民税均等割額のみが課

税されている世帯 
１，２００

３ 
市町村民税所得割合算額（要支援者等） 77,100円以下 ６，５００

市町村民税所得割合算額 77,100円以下 ７，５００

４ 市町村民税所得割合算額 77,101円以上211,200円以下 ９，５００

５ 市町村民税所得割合算額 211,201円以上 １２，５００

   備 考 

   １ 被保護者等とは、次に掲げる者が属する世帯をいう。 

   （１）生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第６条第１項に規定する被保護者である支給

認定保護者 

   （２）児童福祉法第６条の４第１項に規定する里親である支給認定保護者 

   （３）中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者

の自立の支援に関する法律（平成６年法律第３０号）の支援給付を必要とする要保護者と、

支援給付を受けている被保護者 

   ２ 市町村民税非課税世帯は、支給認定保護者及び当該支給認定保護者と同一の世帯に属する

者が特定教育・保育のあった月の属する年度（特定教育・保育のあった月が４月から８月ま

での場合にあっては、前年度）分の地方税法（昭和２５年法律第２２６号）の規定による市

町村民税（同法第３２８条の規定によって課する所得割を除く。）を課されない者（市町村

の条例で定めるところにより当該市町村民税を免除された者を含むものとし、当該市町村民

税の賦課期日において同法の施行地に住所を有しない者を除く。）である場合における当該

支給認定保護者の属する世帯をいう。 

   ３ 市町村民税均等割額は、支給認定保護者及び当該支給認定保護者と同一の世帯に属する者

が特定教育・保育のあった月の属する年度（特定教育・保育のあった月が４月から８月まで

の場合にあっては、前年度）分の地方税法第２９２条第１項第１号に規定する均等割額をいう。 

   ４ 市町村民税所得割合算額は、支給認定保護者及び当該支給認定保護者と同一の世帯に属す

る者についての特定教育・保育のあった月の属する年度（特定教育・保育のあった月が４月

から８月までの場合にあっては、前年度）分の地方税法の規定による市町村民税（同法の規

定による特別区民税を含む。以下同じ。）の同法第２９２条第１項第２号に掲げる所得割

（同法第３２８条の規定によって課する所得割を除く。以下同じ。）の額（地方税法第３１

４条の７、第３１４条の８及び第３１４条の９並びに附則第５条第３項、附則第５条の４第

６項、附則第５条の４の２第６項、附則第５条の５第２項及び附則第４５条の規定による控

除をされるべき金額があるときは、当該金額を加算した額とする。以下同じ。）を合算した

額をいう。 

   ５ 要支援者等とは、次に掲げる世帯をいう。 

   （１）「母子世帯等」・・・母子及び父子並びに寡婦福祉法第１７条及び第３１条の７に規定する
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配偶者のない者で現に児童を扶養しているものの世帯 

   （２）「在宅障害児（者）のいる世帯」・・・次に掲げる児（者）を有する世帯をいう。 

     ア 身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１５条に定める身体障害者手帳の交付

を受けた者 

     イ 療育手帳制度要綱（昭和４８年９月２７日厚生省発児第１５６号）に定める療育手帳の交

付を受けた者 

     ウ 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和２５年法律第１２３号）第４５条に定め

る精神障害者保健福祉手帳の交付を受けた者 

     エ 特別児童扶養手当等の支給に関する法律（昭和３９年法律第１３４号）に定める特別児童

扶養手当の支給対象児、国民年金法（昭和３４年法律第１４１号）に定める国民年金の障害

基礎年金等の受給者 

   （３）「その他の世帯」・・・保護者の申請に基づき、生活保護法に定める要保護者等特に困窮し

ていると市長が認めた世帯 

   ６ 同一世帯において、幼稚園、認定こども園、特別支援学校幼稚部若しくは情緒障害児短期

治療施設通所部に入所又は児童発達支援若しくは医療型児童発達支援を利用している小学校

３年生までの兄弟姉妹が２人以上いる場合の利用者負担額は、この表を適用する児童がその

世帯における小学校３年生までの兄弟姉妹の年齢の高い順から数えて１人目の場合はこの表

に定める金額、２人目の場合はこの表に定める金額の２分の１の金額（１０円未満の端数は

切り捨てる。）、３人目以降の場合は無料とする。 

 （２）法第１９条第１項第２号及び第３号に掲げる小学校就学前子どもの利

用者負担額基準表 

各月初日の支給認定保護者の属す

る世帯の階層区分 
利用者負担額（月額） 

階層

区分 
定義 

３歳未満児 ３歳以上児 

保育標準時間

認定（Ｈ） 

保育短時間

認定（Ｔ） 

保育標準時間

認定（Ｈ） 

保育短時間

認定（Ｔ） 

 円 円 円 円 

１(A) 被保護者等世帯 0 0 0 0 

２(B)

市町村民税非課税世帯（要支

援者等） 
0 0 0 0 

市町村民税非課税世帯 3,600 3,600 2,400 2,400 

３(C)

市町村民税所得割合算額  

48,600円未満（要支援者等） 
7,800 7,800 6,400 6,400 

市町村民税所得割合算額  

48,600円未満 
9,800 9,800 7,400 7,400 

４(D1)
市町村民税所得割合算額  

97,000円未満 
15,000 15,000 13,000 13,000 

５(D2)
市町村民税所得割合算額 

169,000円未満 
26,700 26,700 18,000 18,000 

６(D3)
市町村民税所得割合算額 

301,000円未満 
39,600 39,600 20,000 20,000 

７(D4)
市町村民税所得割合算額 

397,000円未満 
44,000 44,000 23,000 23,000 

８(D5)
市町村民税所得割合算額 

397,000円以上 
52,000 52,000 27,000 27,000 

   備 考 

   １ この表の３歳未満児とは、児童福祉法第２４条第１項の規定による保育を利用した日の属

する年度の初日において３歳に達していない児童をいい、その児童がその年度の途中で３歳
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に達した場合においても、その年度中に限り３歳未満児とみなす。 

   ２ 被保護者等とは、次に掲げる者が属する世帯をいう。 

   （１）生活保護法第６条第１項に規定する被保護者である支給認定保護者 

   （２）児童福祉法第６条の４第１項に規定する里親である支給認定保護者 

   （３）中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者

の自立の支援に関する法律の支援給付を必要とする要保護者と、支援給付を受けている被

保護者 

   ３ 市町村民税非課税世帯は、支給認定保護者及び当該支給認定保護者と同一の世帯に属する

者が特定教育・保育のあった月の属する年度（特定教育・保育のあった月が４月から８月ま

での場合にあっては、前年度）分の地方税法の規定による市町村民税（同法第３２８条の規

定によって課する所得割を除く。）を課されない者（市町村の条例で定めるところにより当

該市町村民税を免除された者を含むものとし、当該市町村民税の賦課期日において同法の施

行地に住所を有しない者を除く。）である場合における当該支給認定保護者の属する世帯を

いう。 

   ４ 市町村民税所得割合算額は、支給認定保護者及び当該支給認定保護者と同一の世帯に属す

る者についての特定教育・保育のあった月の属する年度（特定教育・保育のあった月が４月

から８月までの場合にあっては、前年度）分の地方税法の規定による市町村民税（同法の規

定による特別区民税を含む。以下同じ。）の同法第２９２条第１項第２号に掲げる所得割

（同法第３２８条の規定によって課する所得割を除く。以下同じ。）の額（地方税法第３１

４条の７、第３１４条の８及び第３１４条の９並びに附則第５条第３項、附則第５条の４第

６項、附則第５条の４の２第６項、附則第５条の５第２項及び附則第４５条の規定による控

除をされるべき金額があるときは、当該金額を加算した額とする。以下同じ。）を合算した

額をいう。 

   ５ 要支援者等とは、次に掲げる世帯をいう。 

   （１）「母子世帯等」・・・母子及び父子並びに寡婦福祉法第１７条及び第３１条の７に規定

する配偶者のない者で現に児童を扶養しているものの世帯 

   （２）「在宅障害児（者）のいる世帯」・・・次に掲げる児（者）を有する世帯をいう。 

     ア 身体障害者福祉法第１５条に定める身体障害者手帳の交付を受けた者 

     イ 療育手帳制度要綱に定める療育手帳の交付を受けた者 

     ウ 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律第４５条に定める精神障害者保健福祉手帳

の交付を受けた者 

     エ 特別児童扶養手当等の支給に関する法律に定める特別児童扶養手当の支給対象児、国

民年金法に定める国民年金の障害基礎年金等の受給者 

   （３）「その他の世帯」・・・保護者の申請に基づき、生活保護法に定める要保護者等特に困

窮していると市長が認めた世帯 

   ６ 同一世帯において、幼稚園、保育所（園）、認定こども園、特別支援学校幼稚部若しくは

情緒障害児短期治療施設通所部に入所又は児童発達支援若しくは医療型児童発達支援を利用

している小学校就学前児童の兄弟姉妹が２人以上いる場合の保育料は、この表を適用する児

童がその世帯における小学校就学前児童の兄弟姉妹の年齢の高い順から数えて１人目の場合

はこの表に定める金額、２人目の場合はこの表に定める金額の２分の１の金額（１０円未満

の端数は切り捨てる。）、３人目以降の場合は無料とする。 
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 様式第１号を次のように改める。 



様式第１号（第３条関係） 
（表） 

施設型給付費・地域型保育給付費等

支 給 認 定 申 請 書 兼

保 育 施 設 利 用 申 込 書

受付番号  世帯番号 

受 付 場 所 
施設名・連絡先 
担 当 者 名 

入所契約(内定)状況 
契約・内定日 

未 定 ・ 内 定 ・ 契 約 
・  ・ 

瑞穂市教育委員会教育長 宛 申込日     年  月  日

保 護 者 氏 名  電話番号 自宅   －   －
携帯(父)   －   －

携帯(母)   －   － 

現 住 所 〒   － 市区 
町村 

（建物名等）

※転入予定の場合 転入予定日：    年  月  日  転入予定住所：瑞穂市          （建物名等）

次のとおり、施設型給付費・地域型保育給付費に係る支給認定を申請します。また、保育施設の利用について申し込みます。 

保育の希望 

の 有 無 

辻無：幼稚園等のみ希望 

辻有：保育所等を希望（幼稚園との併願 辻無 辻有）

辻転所希望（既に保育施設を利用中の方が転所を希望する場合に ）

（通所中の施設名                  ）

利用を希望する施設（事業者）名・希望理由 利用を希望する期間 

第１希望 
幼稚園 

保育所

希望理由

利用期間 

     年   月   日 から 

第２希望 
幼稚園 

保育所

希望理由

辻小学校入学前 
辻     年   月   日 

まで 
第３希望 

幼稚園 

保育所

希望理由

第４希望 
幼稚園 

保育所

希望理由

利用曜日     曜日から    曜日まで 

第５希望 
幼稚園 

保育所

希望理由
利用時間 時  分から  時  分まで

長 

延 

※普通保育時間（８時～１６時）を超える場合は別に申込が必要です。

○利用児童の家庭の状況（利用開始希望日現在）父母及び同住所に住んでいる人全員について記入してください。

区分 

フリガナ

氏  名 
児童 

との 

続柄 

職業

（学生は学年）
勤務先・学校名・保育所名等

障がい児
(者)の場合 

障害者手帳等を添付

1 月 1日現在

の住所 
市外の場合、所得課税 

証明書等を添付

備 考 
育児休業終了予定のかたは、

復帰予定年月日を記入生年月日・性別 

申請

児童 
本人 

通所している療育施設等 

（             ）
身体（  ）級 
療育（  ） 
精神（  ）級 

アレルギー 無・有 
アレルゲン（      ）

※外国人の場合 
日本語での会話 

できる・できない       ・  ・ 男・女

子
ど
も
の
世
帯
員

身体（  ）級 
療育（  ） 
精神（  ）級 

  年 市内・市外

  年 市内・市外
      ・  ・ 男・女

身体（  ）級 
療育（  ） 
精神（  ）級 

  年 市内・市外

  年 市内・市外
      ・  ・ 男・女

身体（  ）級 
療育（  ） 
精神（  ）級 

  年 市内・市外

  年 市内・市外
      ・  ・ 男・女

身体（  ）級 
療育（  ） 
精神（  ）級 

  年 市内・市外

  年 市内・市外
      ・  ・ 男・女

身体（  ）級 
療育（  ） 
精神（  ）級 

  年 市内・市外

  年 市内・市外
      ・  ・ 男・女

身体（  ）級 
療育（  ） 
精神（  ）級 

  年 市内・市外

  年 市内・市外
      ・  ・ 男・女

生活保護受給 無 ・ 有 保護開始日      年   月   日 

ひとり親家庭 非該当・該当 
辻死別 辻離婚 辻未婚 辻その他（       ）
事由発生日      年   月   日

児童扶養手当の受給 無・有 
遺族年金の受給   無・有 

保育が 

必要な 

理 由 

続柄 必要とする理由 

父 
辻就労 辻妊娠・出産 辻疾病・障害 辻介護等 辻災害復旧 辻求職活動 辻就学 辻虐待・ＤＶ 
辻その他（                                       ） 

母 
辻就労 辻妊娠・出産 辻疾病・障害 辻介護等 辻災害復旧 辻求職活動 辻就学 辻虐待・ＤＶ 
辻その他（                                       ） 

○同居していない祖父母の状況

父

方

住所 

（℡   －   －   ） 

  氏名 

祖父 

祖母  

母

方

住所 

（℡   －   －   ） 

  氏名 

祖父 

祖母  

裏面もご記入ください 

受付印 



（裏） 

同意書兼誓約書 
〔同意事項〕 

１ 保育料の算定・収納のため、同一世帯者を含む市町村民税課税情報、住民基本台帳情報、戸籍情報等必要な情報
を保育所担当課が住民基本台帳担当課、戸籍担当課、市税担当課及び福祉担当課から取得する場合があること。 

２ 保育所等の利用申込の際に収集した個人情報について、瑞穂市個人情報保護条例第７条の規定により、関係機関
に提供する場合があること。 

３ 保育料を滞納した場合は、保育料収納のため必要に応じ、収納情報などを保育所等に提供する場合があること。
また、家庭状況や保育の状況などの情報の提供を保育所等に求める場合があること。 

４ 保育料を滞納した場合は、以後の納付義務が発生する保育料は児童手当の支給額の範囲内において、保育料の特
別徴収をする場合があること。また、財産（給与、預貯金、生命保険などを含む。）の差押えなどの滞納処分を受
ける場合があること。 

５ 申込みの内容に虚偽があった場合は、利用の内定を取り消すこと。また、利用開始後に申込みの内容が事実と異
なることが判明した場合は、退所となる場合があること。 

〔誓約事項〕 

１ 保育料は、納期限までに必ず納付すること。 

２ 世帯構成（婚姻、離婚、祖父母などと同居となったなど）、保育を必要とする事由（就労、疾病など）など、申
込内容について変更が生じた場合は、直ちに届け出ること。 

３ 就労状況など保育を必要とする事由を証する書類の提出を求められた場合は、方法や期限に従い提出すること。

４ 世帯状況や就労状況などに異動や変更があり、保育を必要とする事由が認められなくなった場合は、退所すること。

 上記の事項を確認のうえ同意し、遵守することを誓約します。 

  瑞穂市長 様 

瑞穂市教育委員会教育長 様        保護者氏名                    

保育所利用調整に係る確認票 
◎保育所の利用については、 

・保育を必要とする事由に該当しないために利用が認められない場合 

・希望者が多数いるため希望する保育所を利用できない場合           があります。あらかじめご了承ください。 

・保育を必要とする事由の該当事由により保育の利用期間が希望に添えない場合 

該当する辻欄に を入れてください。 

１．選考の結果、入所できなかった場合（３歳未満児のみ） 

辻① 保育施設の空きを待つ（翌月以降選考継続を希望） 

利用のご案内ができるまでの保育方法 （当てはまるもの全てに ） 

辻他の保育施設（認可外保育所等）に預ける  辻親族に預ける     辻育児休業を延長する※

辻職場に連れていく             辻その他（                          ） 

※育児休業を延長する場合、利用開始月の翌月１日までに復職できる方が選考対象となります。育児休業期間を切上げて復職可能か、
必ず勤務先にご確認ください。 

辻② 申込みを取り下げる 

２．兄弟姉妹と同時申請の場合 

辻① 同時に同じ保育所でなければ利用しない 

辻② 別の保育所であってもよいので同時に利用開始したい 

辻③ 別々の時期からでも入所したい →入所できなかった児童は 辻先に入所した児童と同じ保育所のみ希望 

                              辻先に入所した児童と別の保育所でも可 

＊市町村使用欄 

○支給認定（可・否 否とする理由：               認定日：    年  月  日） 

支給認定 

期  間 

   年  月  日 

～   年  月  日 

保 育 

必要量 

標準 

短 
現況 

生保 
ひ親 
在障 

保育を 
必要と 
する事由 

父 留意 

事項 

兄弟有 育休明 

母

○処理状況                                  ○利用契約状況 

保育所への連絡 TEL・FAX（  /  ） 
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 様式第３号を削り、様式第２号を様式第３号とし、様式第１号の次に次の１

様式を加える。 



様式第２号（第３条関係） 

（表） 

状況証明書（    年度） 世帯番号        

裏面の記入上の注意をご確認のうえ、ご記入ください。 

※保護者記入欄 

(フリガナ) 

保護者氏名 
○印

児童との続柄 

（ 父 ・ 母 ・ 祖父 ・ 祖母 ）

(フリガナ) 

児童氏名 生年月日 

(   年  月  日) 

新規申込・在園 

（施設名：        ） 

(フリガナ) 

児童氏名 生年月日 

(   年  月  日) 

新規申込・在園 

（施設名：        ） 

保育を必要とする理由 
（当てはまるものに○）

①就労    ②妊娠・出産  ③疾病・障がい  ④介護・看護  ⑤災害復旧
⑥求職活動  ⑦就学     ⑧虐待・ＤＶ   ⑨育児休業   ⑩その他

①・⑨…下記に会社（事業所）による証明をもらってください。３歳未満児の場合、直近の給与明細の写しを添付してください。 

    祖父母のかたは、健康保険証の写し等の勤務先が証明できる書類を添付できる場合、証明印は不要です。 

②～⑧・⑩…裏面にご記入ください。 

※就労状況等証明欄（事業主等の証明者が記入すること。訂正箇所には証明印で訂正すること。）

※
本
人

記
入
可 

就労形態 
（当てはまるものに○）

被雇用者：正社員(職員) ・ ﾊﾟｰﾄ ・ ｱﾙﾊﾞｲﾄ ・ その他（           ） 
上記以外：自営業（中心者・協力者） 農業（中心者・協力者） 内職 

勤務先住所 

（どちらかに○） 

居宅外 

自 宅 

住所 

名称                   ℡ 

（自営業のかたは屋号を記載）

通勤手段 電車・バス・車・自転車・徒歩・その他（     ） 通勤時間（片道）    時間  分 

月平均収入 約         円/月 ※内職・ﾊﾟｰﾄ・ｱﾙﾊﾞｲﾄ・その他の被雇用者のかたのみ記入

勤

務

先

記

入

欄

就労開始日          年   月   日から [ 就労・就労予定 ] 

１日あたりの 

勤務時間 

（休憩時間を含む労働契約上の正規の勤務時間を記入。育児休業中、就労予定の場合は見込みを記入）

   時   分～   時   分〔   時間   分〕…月・週   日 

    時   分～   時   分〔   時間   分〕…月・週   日 

   時   分～   時   分〔   時間   分〕…月・週   日 

上記契約以外の勤務（残業） 無・有→    時   分まで 

休日 毎週    曜日・祝日・不定休（月   日） 勤務日数 月約   日 

職種 
（仕事の内容）事務、販売、製造など 

【農業の場合】耕作物   

耕作面積 田…   ａ 畑…   ａ 

該当者のみ記入 

育児休業※等の 
取得状況 

※「育児休業、介護休
業等育児又は家族介
護を行う労働者の福
祉に関する法律」に定
める育児休業

産前産後休暇期間      年   月   日～      年   月   日 

育児休業期間 

     年   月   日～      年   月   日 

勤務者の都合による育児休業の繰上げ： 可 ・ 不可 

（繰上げ可の場合）復職予定日：      年   月   日

育児短縮勤務 
無 ・ 有 → 勤務時間    時   分～   時   分 

        取得期間      年   月   日まで 

上記の者の就労状況について、上記のとおり証明します。           年   月   日 

証明者 所在地 

会社（事業所）名               電話番号 

職・氏名                  ○印 （シャチハタ不可）

※証明者は、就労を証明できるかたであれば必ずしも雇用主でなくても結構です。（例：営業所長、店長、人事課長、所属長等） 
※農業の場合は農業中心者、内職の場合は委託業者の証明を受けてください。 
※自営業・農業の中心者のかたは、確定申告書の写し又は個人事業の開業届出書等、事業を実施していることが証明できる書類
の写しを添付してください。 

※市役所記入欄 就労時間数 時間   分 × 
日×４週 

日／月 
＝      時間／月     



（裏） 

↓当てはまるものに○ 状況記入欄 添付書類 

②妊娠・出産       年    月    日出産（予定） 
母子健康手帳（表紙及び出産予定日が分

かるページ）の写し 

③障がい  （当てはまるものに○を付け、等級を記入）

障害者手帳：身体・療育・精神    級 

障害年金   級  自立支援医療  特定疾患 

要介護      その他（         ） 

障害者手帳・年金証書・自立支援医療受

給者証・特定疾患医療受給者証・介護保

険被保険者証等の写し 

疾病 診断書のとおり 診断書（下記に証明又は別紙） 

④介護・看護 介護・看護を受ける人 

           （子どもとの続柄    ）

・障害者等の場合は障害者手帳・介護保

険被保険者証等の写し 

・上記以外の場合は診断書（下記に証明

又は別紙） 身体・療育・精神    級／要介護     

病院等への付添い 週    日 

⑤災害復旧       年    月    日罹災 罹災証明書 

⑥求職活動 
ハローワークカード等、求職活動の状況

が分かる書類の写し 

⑦就学       年    月    日入学（予定） 在学証明書・授業のカリキュラムの写し 

⑧虐待・ＤＶ  状況の分かる書類 

⑩その他 状況の分かる書類 

（記入上の注意） 

 この証明書は、保育所利用を希望する（利用している）児童の保護者等の、就労等保育の必要な状況を把握する

ための書類です。保育所の利用決定のほか、延長保育等を実施する際の資料となりますので、正確にご記入くださ

い。また、証明内容に変更があった場合は、必ず通所する保育所又は市役所窓口までご連絡ください。 

・証明内容については、市から勤務先等に問い合わせる場合もございます。あらかじめご了承ください。 

・証明内容に不正が認められた場合は、保育の実施決定を取り消す場合がございます。 

診  断  書

患者氏名 生年月日         年   月   日

住  所

病  名

加療見込期間      年   月   日～     年   月   日

加療の方法
辻入院（入院期間：     年   月   日～     年   月   日）

辻通院（    回／週・月）  辻往診（    回／週・月）  辻自宅療養

傷病の程度
辻絶対安静  辻常時看護人必要 辻その他（                  ）

児童の保育にあたること 不可能 ・ ある程度可能 ・ 可能

 上記のとおり診断します。

       年   月   日

                    住所

                 医師

                    氏名                  



12/28 

 様式第５号を削り、様式第４号を様式第５号とし、同様式の前に次の１様式

を加える。 



13/28 

様式第４号（第４条関係） 

                           第     号  

                           年  月  日  

            様 

               瑞穂市教育委員会教育長       印  

支給認定却下通知書 

  申請のありました支給認定については、次の理由により却下となりましま

したので通知いたします。 

認定却下となる

子ども 

氏名  

生年月日  

却下日  

理由 

  この決定について不服がある場合は、この決定があったことを知った日の

翌日から起算して６０日以内に瑞穂市教育委員会に対して審査請求をするこ

とができます。ただし、決定の日から１年を経過すると審査請求をすること

ができません。 

  この処分の取消しの訴えをする場合は、前記の審査請求に係る決定があっ

たことを知った日の翌日から起算して６か月以内に、瑞穂市を被告として

（瑞穂市教育委員会が被告の代表者となります。）提起することができます。

なお、処分の取消しの訴えは、前記の審査請求に対する決定を経た後でなけ

れば提起することができないこととされていますが、①審査請求があった日

から３か月を経過しても決定がないとき、②処分、処分の執行又は手続きの

続行により生ずる著しい損害を避けるため緊急の必要があるとき、③その他

決定を経ないことにつき正当な理由があるときは、決定を経ないでも処分の

取消しの訴えを提起することができます。ただし、決定の日から１年を経過

すると取消しの訴えを提起することができません。 



14/28 

 様式第６号を次のように改める。 
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様式第６号（第５条関係） 

                            第     号  

                            年  月  日  

            様 

                        岐阜県瑞穂市長  印  

利用者負担額決定通知書 

  下記のとおり利用者負担額が決定しましたので通知します。 

記 

施設（事業者）を利用する

子どもの氏名及び生年月日 

利用する施設（事業者）の

名称及び所在地 

契約日  

利用開始日  

保育料の月額  

 ◎納入通知 

   納期限は毎月１０日、ただし４月分は４月３０日とします。納期限が土曜日、日

曜日、祝日（以下「休日等」という。）の場合は休日等の翌日とします。 

   納付場所は瑞穂市指定（指定代理）金融機関及び瑞穂市収納代理金融機関です。 

   口座振替の方は納期限日に指定された口座から振替させていただきます。 

 （教示） 

   この決定について不服がある場合は、この決定があったことを知った日の翌日か

ら起算して６０日以内に瑞穂市長に対して異議申立てをすることができます。 

   この処分の取消しの訴えをする場合は、前記の異議申立てに係る決定があったこ

とを知った日の翌日から起算して６か月以内に、瑞穂市を被告として（瑞穂市長が

被告の代表者となります。）提起することができます。なお、処分の取消しの訴え

は、前記の異議申立てに対する決定を経た後でなければ提起することができないこ

ととされていますが、①異議申立てがあった日から３か月を経過しても決定がない

とき、②処分、処分の執行又は手続きの続行により生ずる著しい損害を避けるため

緊急の必要があるとき、③その他決定を経ないことにつき正当な理由があるときは、

決定を経ないでも処分の取消しの訴えを提起することができます。ただし、決定の

日から１年を経過すると取消しの訴えを提起することができません。 



16/28 

 様式第１３号中「（第１６条関係）」を「（第１７条関係）」に改め、同様

式を様式第１６号とする。 

 様式第１４号中「（第１８条関係）」を「（第２１条関係）」に改め、同様

式を様式第１８号とし、同様式の前に次の１様式を加える。 



17/28 

様式第１７号（第１９条関係） 

                           年  月  日  

  瑞穂市長 宛 

              申請者 住所 

                  氏名             

利用者負担額等減免申込書 

  次のとおり利用者負担額等の減免を申し込みます。 

 １ 施設を利用している子どもの氏名及び生年月日 

 ２ 利用している施設の名称 

 ３ 減免申込みの理由（具体的に記入すること。） 

 注 減免申込みの理由を証する書類を添付すること。 



18/28 

 様式第１５号中「（第１８条関係）」を「（第２１条関係）」に改め、同様

式を様式第１９号とする。 

 様式第１３号及び様式第１４号を次のように改める。 



19/28 

様式第１３号（第１４条関係） 

                           第     号  

                           年  月  日  

            様 

               瑞穂市教育委員会教育長       印  

支給認定変更通知書 

  子ども・子育て支援法第２３条第４項の規定に基づき、下記の支給認定が

職権により変更したことを通知します。 

記 

支給認定変更となる子ども

の氏名及び生年月日 

支給認定変更理由  

支給認定区分  

有効期間  

  変更前の支給認定証の提出をお願いします。 

 ・返還先  現在のご利用施設又は瑞穂市教育委員会事務局 幼児支援課 

 ・返還期限 支給認定変更日から３０日以内 

 既に支給認定証を返還されている場合は、行き違いですのでご了承ください。 

  この決定について不服がある場合は、この決定があったことを知った日の翌日から

起算して６０日以内に瑞穂市教育委員会に対して審査請求をすることができます。た

だし、決定の日から１年を経過すると審査請求をすることができません。 

  この処分の取消しの訴えをする場合は、前記の審査請求に係る決定があったことを

知った日の翌日から起算して６か月以内に、瑞穂市を被告として（瑞穂市教育委員会

が被告の代表者となります。）提起することができます。なお、処分の取消しの訴え

は、前記の審査請求に対する決定を経た後でなければ提起することができないことと

されていますが、①審査請求があった日から３か月を経過しても決定がないとき、②

処分、処分の執行又は手続きの続行により生ずる著しい損害を避けるため緊急の必要

があるとき、③その他決定を経ないことにつき正当な理由があるときは、決定を経な

いでも処分の取消しの訴えを提起することができます。ただし、決定の日から１年を

経過すると取消しの訴えを提起することができません。  



20/28 

様式第１４号（第１５条関係） 

                           第     号  

                           年  月  日  

            様 

               瑞穂市教育委員会教育長       印  

支給認定取消（終了）通知書 

  子ども・子育て支援法第２４条第１項の規定に基づき、下記の支給認定が

終了（取消）したことを通知します。 

記 

支給認定終了（取消）となる子

どもの氏名及び生年月日 

終了（取消）となる支給認定区

分 

支給認定終了（取消）年月日  

支給認定終了（取消）の理由  

 終了（取消）となった支給認定証の返還をお願いします。 

 ・返還先  現在のご利用施設又は瑞穂市教育委員会事務局 幼児支援課 

 ・返還期限 支給認定終了（取消）日から３０日以内 

 既に支給認定証を返還されている場合は、行き違いですのでご了承ください。 

  この決定について不服がある場合は、この決定があったことを知った日の翌日から

起算して６０日以内に瑞穂市教育委員会に対して審査請求をすることができます。た

だし、決定の日から１年を経過すると審査請求をすることができません。 

  この処分の取消しの訴えをする場合は、前記の審査請求に係る決定があったことを

知った日の翌日から起算して６か月以内に、瑞穂市を被告として（瑞穂市教育委員会

が被告の代表者となります。）提起することができます。なお、処分の取消しの訴え

は、前記の審査請求に対する決定を経た後でなければ提起することができないことと

されていますが、①審査請求があった日から３か月を経過しても決定がないとき、②

処分、処分の執行又は手続きの続行により生ずる著しい損害を避けるため緊急の必要

があるとき、③その他決定を経ないことにつき正当な理由があるときは、決定を経な

いでも処分の取消しの訴えを提起することができます。ただし、決定の日から１年を

経過すると取消しの訴えを提起することができません。  



21/28 

 様式第１２号中「（第１５条関係）」を「（第１６条関係）」に改め、同様

式を様式第１５号とする。 

 様式第１１号を次のように改める。 



22/28 

様式第１１号（第１２条関係） 

                           第     号  

                           年  月  日  

            様 

                        岐阜県瑞穂市長  印  

利用負担額変更通知書 

  次のとおり保育料（月額）を変更しますので通知します。 

記 

施設を利用している子どもの

氏名及び生年月日 

利用している施設の名称及び

所在地 

変更年月  

変更内容 変更前 変更後 

 支給認定区分   

 保育必要量   

 階層   

 多子軽減区分   

 保育料の月額   

  この決定について不服がある場合は、この決定があったことを知った日の翌日から

起算して６０日以内に瑞穂市長に対して異議申立てをすることができます。 

  この処分の取消しの訴えをする場合は、前記の異議申立てに係る決定があったこと

を知った日の翌日から起算して６か月以内に、瑞穂市を被告として（瑞穂市長が被告

の代表者となります。）提起することができます。なお、処分の取消しの訴えは、前

記の異議申立てに対する決定を経た後でなければ提起することができないこととされ

ていますが、①異議申立てがあった日から３か月を経過しても決定がないとき、②処

分、処分の執行又は手続きの続行により生ずる著しい損害を避けるため緊急の必要が

あるとき、③その他決定を経ないことにつき正当な理由があるときは、決定を経ない

でも処分の取消しの訴えを提起することができます。ただし、決定の日から１年を経

過すると取消しの訴えを提起することができません。  



23/28 

 様式第９号中「（第１２条関係）」を「（第１３条関係）」に改め、同様式

を様式第１２号とする。 



24/28 

 様式第８号を削り、様式第７号中「（第１０条関係）」を「（第１１条関

係）」に改め、同様式を様式第１０号とし、同様式の前に次の３様式を加える。 



25/28 

様式第７号（第８条関係） 

                           第     号  

                           年  月  日  

            様 

               瑞穂市教育委員会教育長       印  

施設利用決定通知書 

  下記の施設の利用が決定しましたので通知します。 

記 

施設（事業者）を利用する

子どもの氏名及び生年月日 

利用する施設（事業者）の

名称及び所在地 

利用開始日  

  この決定について不服がある場合は、この決定のあったことを知った日の

翌日から起算して６０日以内に瑞穂市教育委員会に対して審査請求をするこ

とができます。ただし、決定の日から１年を経過すると審査請求をすること

ができません。 

  この決定について不服がある場合は、この決定のあったことを知った日

（審査請求をした場合にあっては、当該審査請求に対する裁決のあったこと

を知った日）の翌日から起算して６か月以内に、瑞穂市を被告として（瑞穂

市教育委員会が被告の代表者となります。）、この決定の取消しの訴えを提

起することができます。ただし、決定の日から１年を経過すると取消しの訴

えを提起することができません。  



26/28 

様式第８号（第８条関係） 

                           第     号  

                           年  月  日  

            様 

               瑞穂市教育委員会教育長       印  

施設利用不承諾通知書 

  申込みのありました施設・事業所の利用については、次の理由により利用

できませんので通知いたします。 

記 

利用できない

子ども 

氏名  

生年月日  

利用希望する施設（事業

者）の名称 

理由 

  この決定について不服がある場合は、この決定のあったことを知った日の翌日から

起算して６０日以内に瑞穂市教育委員会に対して審査請求をすることができます。た

だし、決定の日から１年を経過すると審査請求をすることができません。 

  この決定について不服がある場合は、この決定のあったことを知った日（審査請求

をした場合にあっては、当該審査請求に対する裁決のあったことを知った日）の翌日

から起算して６か月以内に、瑞穂市を被告として（瑞穂市教育委員会が被告の代表者

となります。）、この決定の取消しの訴えを提起することができます。ただし、決定

の日から１年を経過すると取消しの訴えを提起することができません。 



27/28 

様式第９号（第８条関係） 

                           第     号  

                           年  月  日  

            様 

               瑞穂市教育委員会教育長       印  

解約通知書 

  下記のとおり利用施設を解約しましたので通知します。 

記 

解約する子どもの氏名及び

生年月日 

解約する施設（事業者）の

名称及び所在地 

利用終了日 

解約理由 

  この決定について不服がある場合は、この決定のあったことを知った日の

翌日から起算して６０日以内に瑞穂市教育委員会に対して審査請求をするこ

とができます。ただし、決定の日から１年を経過すると審査請求をすること

ができません。 

  この決定について不服がある場合は、この決定のあったことを知った日

（審査請求をした場合にあっては、当該審査請求に対する裁決のあったこと

を知った日）の翌日から起算して６か月以内に、瑞穂市を被告として（瑞穂

市教育委員会が被告の代表者となります。）、この決定の取消しの訴えを提

起することができます。ただし、決定の日から１年を経過すると取消しの訴

えを提起することができません。  
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 様式第１９号の次に次の２様式を加える。 
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様式第２０号（第２２条関係） 

                           年  月  日  

  瑞穂市教育委員会 宛 

                  所 在 地 
              申請者 名   称 
                  代表者氏名           

特定教育・保育施設等確認変更申請書 

  子ども・子育て支援法に規定する特定教育・保育施設等に係る確認の変更を

受けたいので、次のとおり関係書類を添えて申請します。 

申

請

者

フリガナ 

法人等名称（氏名） 

主たる事務所の 

所在地・連絡先 

（郵便番号    －    ） 

（ビルの名称等） 

電話番号  ＦＡＸ番号  

電子メールアドレス  

代表者の職名・ 

氏名・生年月日 
職名

フリガナ 

氏 名 
生年月日

代表者の住所・連絡

先 

（郵便番号    －    ） 

（ビルの名称等） 

電話番号  ＦＡＸ番号  

事業者番号               

変更（予定）年月日  

特定教育・保育施設等の区分 

区分 添付様式 

辻 認定こども園（幼保連携型）  

辻 認定こども園（幼稚園型）  

辻 認定こども園（保育所型）  

辻 認定こども園（地方裁量型）  

辻 幼稚園（認定こども園を除く。）  

辻 保育所（認定こども園を除く。）  

辻 小規模保育事業  

辻 家庭的保育事業  

辻 居宅訪問型保育事業  

辻 事業所内保育事業  
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様式第２１号（第２２条関係） 

                           年  月  日  

  瑞穂市教育委員会 宛 

                  所 在 地 

              申請者 名   称 

                  代表者氏名           

特定教育・保育施設等名称等変更届出書 

  子ども・子育て支援法に規定する特定教育・保育施設等に係る確認を受けた

内容を変更しましたので、次のとおり届け出ます。 

申

請

者

フリガナ 

法人等名称（氏名） 

主たる事務所の 

所在地・連絡先 

（郵便番号    －    ） 

（ビルの名称等） 

電話番号  ＦＡＸ番号  

電子メールアドレス  

代表者の職名・ 

氏名・生年月日 
職名

フリガナ 

氏 名 
生年月日

代表者の住所・連絡

先 

（郵便番号    －    ） 

（ビルの名称等） 

電話番号  ＦＡＸ番号  

事業者番号               

変更（予定）年月日  

変更の内容 

変更事項  

変更前  

変更後  

変更理由  
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   附 則 

 （施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行し、この規則による改正後の瑞穂市子ど

も・子育て支援法等施行細則の規定は、平成２７年４月１日から適用する。 

 （経過措置） 

２ この規則の施行の際現にこの規則による改正前の瑞穂市子ども・子育て支

援法等施行細則（以下「旧規則」という。）の規定に基づいて提出されてい

る申込書及び申請書は、この規則による改正後の瑞穂市子ども・子育て支援

法等施行細則（以下「新規則」という。）の規定に基づいて提出されたもの

とみなす。  

３ この規則の施行の際現に旧規則の規定に基づいて交付されている通知書は、

新規則の規定に基づいて交付されたものとみなす。 
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瑞穂市子ども・子育て支援法等施行細則（平成27年瑞穂市教育委員会規則第４号）新旧対照表

改正後（案） 現行

（支給認定の申請）

第３条 府令第２条第１項の申請書は、施設型給付費・地域型保育給付

費等支給認定申請書兼保育施設利用申込書（様式第１号）とし、次に

掲げる書類を添付するものとする。

(1) 状況証明書（様式第２号）
(2) 前号に掲げるもののほか、支給認定の審査及び利用者負担額の算
定のために教育委員会が必要と認める書類

（認定の申請）

第３条 府令第２条第１項の申請書は、施設型給付費・地域型保育給付

費等支給認定申請書（様式第１号）とする。

（支給認定の通知等） （支給認定の通知等）

第４条 法第20条第４項の支給認定証は、子ども・子育て支援支給認定
証（様式第３号）とする。

第４条 法第20条第４項の支給認定証は、子ども・子育て支援支給認定
証（様式第２号）とする。

２ 法第20条第５項の規定による通知は、支給認定却下通知書（様式第
４号）により行うものとする。

２ 法第20条第５項の規定による通知は、支給認定却下通知書（様式第
３号）により行うものとする。

３ 法第20条第６項ただし書（法第23条第３項において準用する場合を
含む。）の規定による通知は、支給認定処分延期通知書（様式第５号）

により行うものとする。

３ 法第20条第６項ただし書（法第23条第３項において準用する場合を
含む。）の規定による通知は、支給認定処分延期通知書（様式第４号）

により行うものとする。

（利用者負担額の通知）

第５条 府令第７条の規定による通知は、利用者負担額決定通知書（様

式第６号）とする。

（支給認定の有効期間） （支給認定の有効期間）

第６条 （略） 第５条 （略）

（利用の申込み） （利用の申込み）
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第７条 支給認定子どもの保育の利用の申込みは、施設型給付費・地域

型保育給付費等支給認定申請書兼保育施設利用申込書により教育委員

会に申し込まなければならない。

第６条 支給認定子どもの保育の利用の申込みは、保育利用申込書（様

式第５号） により教育委員

会に申し込まなければならない。

（利用の決定） （利用の内定等）

第８条 教育委員会は、児童福祉法第24条第３項に基づく調整（以下「調
整」という。）を行った結果、利用できる保育所、認定こども園（法

第27条第１項の確認を受けたものに限る。）又は家庭的保育事業等（以
下「保育所等」という。）があるときは、施設利用決定通知書（様式

第７号）により支給認定保護者に対し通知するものとする。

第７条 教育委員会は、児童福祉法第24条第３項に基づく調整（以下「調
整」という。）を行った結果、利用できる保育所、認定こども園（法

第27条第１項の確認を受けたものに限る。）又は家庭的保育事業等（以
下「保育所等」という。）があるときは、施設利用内定通知書（様式

第６号）により支給認定保護者に対し通知するものとする。

２ 教育委員会は、保育の利用の不承諾をしたときは、施設利用不承諾

通知書（様式第８号）により支給認定保護者に対し通知し、利用を認

められない旨及びその理由等を記載するものとする。

３ 教育委員会は、保育の利用期間の満了前に保育の利用児童の保育を

必要とする事由の消滅、転出及び死亡等によって保育の利用を解約し

たときは、解約通知書（様式第９号）を支給認定保護者に対し通知す

るものとする。

（利用の調整） （利用の調整）

第９条 教育委員会は、第７条に規定する保育の利用の申込みがあった

支給認定子どもの数が１の保育所等の利用定員を超える場合にあって

は、児童福祉法第24条第３項（附則第73条で読み替える場合も含む。）
の規定の例により教育委員会が別に定める基準に基づき利用の調整

（以下「調整」という。）を行うものとする。

第８条 教育委員会は、第６条に規定する保育の利用の申込みがあった

支給認定子どもの数が１の保育所等の利用定員を超える場合にあって

は、児童福祉法第24条第３項（第73条 で読み替える場合も含む。）

の規定の例により教育委員会が別に定める基準に基づき利用の調整

（以下「調整」という。）を行うものとする。

２ （略） ２ （略）

（調整の方法） （調整の方法）
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第10条 （略） 第９条 （略）

（現況の届出） （現況の届出）

第11条 府令第９条第１項の届書は、現況届（様式第10号）とする。 第10条 府令第９条第１項の届書は、現況届（様式第７号）とする。

（利用者負担額に関する事項の変更の通知） （利用者負担額に関する事項の変更の通知）

第12条 府令第９条第４項（府令第11条第３項において準用する場合を
含む。）の規定による通知は、利用者負担額変更通知書（様式第11号）
とする。

第11条 府令第９条第４項（府令第11条第３項において準用する場合を
含む。）の規定による通知は、利用者負担額変更通知書（様式第８号）

とする。

（支給認定の変更の認定の申請） （支給認定の変更の認定の申請）

第13条 府令第11条第１項の申請書は、支給認定変更申請書（様式第12
号）とする。

第12条 府令第11条第１項の申請書は、支給認定変更申請書（様式第９
号）とする。

（職権による支給認定の変更の認定の通知） （職権による支給認定の変更の認定の通知）

第14条 法第23条第５項において準用する法第20条第４項前段の規定に
よる通知は、支給認定変更通知書（様式第13号）により行うものとす
る。

第13条 法第23条第５項において準用する法第20条第４項前段の規定に
よる通知は、支給認定変更通知書（様式第10号）により行うものとす
る。

（支給認定の取消しの通知） （支給認定の取消しの通知）

第15条 府令第14条第１項の規定による通知は、支給認定取消通知書（様
式第14号）により行うものとする。

第14条 府令第14条第１項の規定による通知は、支給認定取消通知書（様
式第11号）により行うものとする。

（申請内容の変更の届出） （申請内容の変更の届出）

第16条 府令第15条第１項の届書は、支給認定申請内容変更届（様式第1
5号）とする。

第15条 府令第15条第１項の届書は、支給認定申請内容変更届（様式第1
2号）とする。

（支給認定証の再交付の申請等） （支給認定証の再交付の申請等）

第17条 府令第16条第２項の申請書は、支給認定証再交付申請書（様式
第16号）とする。

第16条 府令第16条第２項の申請書は、支給認定証再交付申請書（様式
第13号）とする。
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（利用者負担額） （施設型給付費及び地域型保育給付費等の支給の基準）

第18条 （略） 第17条 （略）

（利用者負担額の減免）

第19条 利用者負担額の減免を受けようとする者は、利用者負担額等減
免申込書（様式第17号）に減免申込みの理由を証する書類を添えて、
市長に申し込まなければならない。

２ 市長は、前項による申込みがあったときは、その実態を調査し、必

要と認めるときは事実発生の日の属する月の翌月（事実発生の日が月

の初日に当たるときはその月）に係る利用者負担額から減免を行うも

のとする。

（日割計算）

第20条 月の中途において入退所の決定を行った場合における利用者負
担額の額は、日割計算によるものとする。ただし、算出された額が100
円に満たないとき及び算出された額に10円未満の端数があるときは、
これを切り捨てるものとする。

（確認の申請） （確認の申請）

第21条 府令第29条の申請書は、特定教育・保育施設確認申請書（様式
第18号）とする。

第18条 府令第26条の申請書は、特定教育・保育施設確認申請書（様式
第14号）とする。

２ 府令第39条の申請書は、特定地域型保育事業者確認申請書（様式第1
9号）とする。

２ 府令第36条の申請書は、特定地域型保育事業者確認申請書（様式第1
5号）とする。

（確認の変更に係る申請等）

第22条 府令第31条及び第40条の申請書は、特定教育・保育施設等確認
変更申請書（様式第20号）とする。

２ 法第35条第１項若しくは第２項又は第47条第１項若しくは第２項の
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届書は、特定教育・保育施設等名称等変更届出書（様式第21号）とす
る。

（その他） （その他）

第23条 （略） 第19条 （略）

別表（第18条関係）
（略）

別表（第17条関係）
(1) 法第19条第１項第１号に掲げる小学校就学前子どもの利用者負担
額基準表

各月初日の小学校就学前子どもの属する世帯の階層

区分

利用者負担額（月額）

階

層

区

分

定義

円

1 生活保護法（昭和25年法律第144号）の規定によ
る被保護世帯

0

2 市町村民税非課税世帯又は市町村民税均等割額

のみが課税されている世帯（母子等）

0

市町村民税非課税世帯又は市町村民税均等割額

のみが課税されている世帯

1,200

3 市町村民税所得割課税世帯（母子等） 所得割

額77,100円以下
6,500

市町村民税所得割課税世帯 所得割額77,100円
以下

7,500

4 市町村民税所得割課税世帯 所得割額77,101円 8,500
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以上211,200円以下
5 市町村民税所得割課税世帯 所得割額211,201
以上

8,500

備考

１ この表の第２階層における市町村民税均等割額は、地方税法（昭

和25年法律第226号）第292条第１項第１号に規定する均等割額を
いい、第３階層から第５階層における地方税法第292条第１項第２
号の所得割を計算する場合には、同法第314条の７、第314条の８、
同法附則第５条第３項、第５条の４第６項及び第５条の４の２第

５項の規定は適用しないものとする。

２ この表の第２階層及び第３階層の母子等とは、次に掲げる世帯

をいう。

(1) 「母子世帯等」・・・母子及び父子並びに寡婦福祉法（昭和3
9年法律第129号）第17条及び第31条の７に規定する配偶者のな
い者で現に児童を扶養しているものの世帯

(2) 「在宅障害児（者）のいる世帯」・・・次に掲げる児（者）
を有する世帯をいう。

ア 身体障害者福祉法（昭和24年法律第283号）第15条に定める
身体障害者手帳の交付を受けた者

イ 療育手帳制度要綱（昭和48年９月27日厚生省発児第156号）
に定める療育手帳の交付を受けた者

ウ 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和25年法律
第123号）第45条に定める精神障害者保健福祉手帳の交付を受
けた者

エ 特別児童扶養手当等の支給に関する法律（昭和39年法律第1
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34号）に定める特別児童扶養手当の支給対象児、国民年金法
（昭和34年法律第141号）に定める国民年金の障害基礎年金等
の受給者

(3) 「その他の世帯」・・・保護者の申請に基づき、生活保護法
に定める要保護者等特に困窮していると市長が認めた世帯

３ 同一世帯において、幼稚園、認定こども園、特別支援学校幼稚

部若しくは情緒障害児短期治療施設通所部に入所又は児童発達支

援若しくは医療型児童発達支援を利用している小学校３年生まで

の兄弟姉妹が２人以上いる場合の利用者負担額は、この表を適用

する児童がその世帯における小学校３年生までの兄弟姉妹の年齢

の高い順から数えて１人目の場合はこの表に定める金額、２人目

の場合はこの表に定める金額の２分の１の金額（10円未満の端数
は切り捨てる。）、３人目以降の場合は無料とする。

(2) 法第19条第１項第２号及び第３号に掲げる小学校就学前子どもの
利用者負担額基準表

各月初日の小学校就学前子ど

もの属する世帯の階層区分

利用者負担額（月額）

3歳未満児 3歳以上児
階

層

区

分

定義 保育標準

時間

保育短時

間

保育標準

時間

保育短時

間

円 円 円 円

1 生活保護法の規定による被

保護世帯

0 0 0 0

2 市町村民税非課税世帯（母 0 0 0 0
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子等）

市町村民税非課税世帯 3,600 3,600 2,400 2,400
3 市町村民税所得割課税世帯

（母子等） 所得割額48,6
00円未満

7,800 7,800 6,400 6,400

市町村民税所得割課税世帯

 所得割額48,600円未満
9,800 9,800 7,400 7,400

4 市町村民税所得割課税世帯

 所得割額48,600円以上9
7,000円未満

15,000 15,000 13,000 13,000

5 市町村民税所得割課税世帯

 所得割額97,000円以上1
69,000円未満

26,700 26,700 18,000 18,000

6 市町村民税所得割課税世帯

 所得割額169,000円以上
301,000円未満

39,600 39,600 20,000 20,000

7 市町村民税所得割課税世帯

 所得割額301,000円以上
397,000円未満

44,000 44,000 23,000 23,000

8 市町村民税所得割課税世帯

 所得割額397,000円以上
52,000 52,000 27,000 27,000

備考

１ この表の第３階層から第８階層における地方税法第292条第１
項第２号の所得割を計算する場合には、同法第314条の７、第314
条の８、同法附則第５条第３項、第５条の４第６項及び第５条の
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４の２第５項の規定は適用しないものとする。

２ この表の３歳未満児とは、児童福祉法第24条第１項の規定によ
る保育を利用した日の属する年度の初日において３歳に達してい

ない児童をいい、その児童がその年度の途中で３歳に達した場合

においても、その年度中に限り３歳未満児とみなす。

３ この表の第２階層及び第３階層の母子等とは、次に掲げる世帯

をいう。

(1) 「母子世帯等」・・・母子及び父子並びに寡婦福祉法第17条
及び第31条の７に規定する配偶者のない者で現に児童を扶養し
ているものの世帯

(2) 「在宅障害児（者）のいる世帯」・・・次に掲げる児（者）
を有する世帯をいう。

ア 身体障害者福祉法第15条に定める身体障害者手帳の交付を
受けた者

イ 療育手帳制度要綱に定める療育手帳の交付を受けた者

ウ 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律第45条に定める
精神障害者保健福祉手帳の交付を受けた者

エ 特別児童扶養手当等の支給に関する法律に定める特別児童

扶養手当の支給対象児、国民年金法に定める国民年金の障害

基礎年金等の受給者

(3) 「その他の世帯」・・・保護者の申請に基づき、生活保護法
に定める要保護者等特に困窮していると市長が認めた世帯

４ 同一世帯において、幼稚園、保育所（園）、認定こども園、特

別支援学校幼稚部若しくは情緒障害児短期治療施設通所部に入所

又は児童発達支援若しくは医療型児童発達支援を利用している小
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学校就学前児童の兄弟姉妹が２人以上いる場合の利用者負担額

は、この表を適用する児童がその世帯における小学校就学前児童

の兄弟姉妹の年齢の高い順から数えて１人目の場合はこの表に定

める金額、２人目の場合はこの表に定める金額の２分の１の金額

（10円未満の端数は切り捨てる。）、３人目以降の場合は無料と
する。

様式第１号(第３条関係)  
（略）

様式第１号（第３条関係）

（略）

様式第２号（第３条関係）

（略）

様式第３号（第４条関係） 様式第２号（第４条関係）

様式第４号（第４条関係）

（略）

様式第３号（第４条関係）

（略）

様式第５号（第４条関係） 様式第４号（第４条関係）

様式第６号（第５条関係）

（略）

様式第５号（第６条関係）

（略）

様式第７号（第８条関係）

（略）

様式第６号（第７条関係）

（略）

様式第８号（第８条関係）

（略）

様式第９号（第８条関係）

（略）

様式第10号（第11条関係） 様式第７号（第10条関係）

様式第11号（第12条関係） 様式第８号（第11条関係）
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（略） （略）

様式第12号（第13条関係） 様式第９号（第12条関係）

様式第13号（第14条関係）
（略）

様式第10号（第13条関係）
（略）

様式第14号（第15条関係）
（略）

様式第11号（第14条関係）
（略）

様式第15号（第16条関係） 様式第12号（第15条関係）

様式第16号（第17条関係） 様式第13号（第16条関係）

様式第17号（第19条関係）
（略）

様式第18号（第21条関係） 様式第14号（第18条関係）

様式第19号（第21条関係） 様式第15号（第18条関係）

様式第20号（第22条関係）
（略）

様式第21号（第22条関係）
（略）



議案第５７号 

   瑞穂市学校薬剤師の解嘱及び委嘱について 

 平成２７年度の瑞穂市学校薬剤師における下記の者の解嘱及び委嘱について、

瑞穂市教育委員会事務委任規則（平成１５年瑞穂市教育委員会規則第６号）第

１条第１１号の規定により、瑞穂市教育委員会の議決を求める。 

記 

 前任者 学校薬剤師（穂積中学校） 堀内 圭次郞 

 後任者 学校薬剤師（穂積中学校） 若山 としこ 

 任期は、平成２７年１０月１日から平成２８年３月３１日までとする。 

  平成２７年９月２５日提出 

            瑞穂市教育委員会教育長 横  山  博  信   

   提案理由 

 転勤により県外へ転出するため前任者を解嘱し、学校保健安全法（昭和３３

年法律第５６号）第２３条の規定により、後任の学校薬剤師を委嘱するもの。 



平成２７年９月●日

幼稚園・小学校・中学校 保護者 様

瑞穂市教育委員会

教育長 横 山 博 信 

平成２５年度学校給食事業特別会計における不適正な会計処理について（お詫び） 

初秋の候、保護者の皆様には益々ご健勝のことと存じます。日頃は学校給食事業にご理解ご協力を賜

り、誠にありがとうございます。 

さて、下記平成２７年８月２６日の新聞報道にもありましたが、平成２６年３月分の食材費５百６３

万３千５７９円の一部３百１０万４４３円を平成２６年４月分として処理してしまった平成２５年度

の学校給食特別会計の不適正な会計処理について、保護者の皆様方にご心配をおかけし、深くお詫びを

申し上げます。  

 このことは、平成２７年度に実施した平成２６年度の学校給食特別会計の決算監査において、当市の

監査委員により指摘を受け、実態調査を行ったところ、その事実が判明しました。 

通常、学校給食特別会計は、その年度の食材費をその年度の給食費で賄うようにし、次年度に繰り越

さないよう給食に還元しなければなりません。 

今後は、教育委員会全体でしっかりと月々の食材費と給食費を把握し、適正な給食運営を行い、子ど

もたちにおいしい給食が提供できるよう取り組んでいきます。 

記 

H27.8.26 中日新聞

【問合せ先】            

教 育 総 務 課 327-2115 

瑞穂市給食センター 328-7771 


